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町復興計画の将来像である「次世代が希望を持てる持続可能なまち」をテーマ
に設定し、再⽣と創造に向けた５つのビジョンを柱に予算を編成しました。

１
インフラの早期再⽣と強靭化
⽣活を⽀え、⽇常⽣活や⽣業の再⽣に不可⽋である道路や上下⽔道等の復旧を促進します。また、地震
や豪⾬による被災で明らかになった防災⾯での課題を踏まえ、災害に強い社会基盤の整備に取り組みま
す。

２
くらしと地域コミュニティの再建
今後も安⼼して住み続けられるよう、町⺠の⽣活基盤となる住まいの再建や、地域コミュニティの再
建・活性化に取り組みます。また、「能登の⾥⼭⾥海」を守り、地域の⼤切な伝統⽂化を次世代に継承
できるように取り組みます。

３
⽣業（なりわい）の再建
「能登の⾥⼭⾥海」に育まれた農林⽔産業や商⼯業・観光業の早期再建を図るとともに、被災後の新た
なつながりを⽣かした地域経済の活性化に向けて取り組みます。

４
安⼼してくらし続けられるまちづくり
⼀⼈ひとりが⽇常⽣活を取り戻すことができるよう、⽣活再建を⽀援します。また、「安⼼・安全で健
やかな能登の魅⼒ある暮らし」が実現できるよう、⼦育て・教育・保健・医療・福祉等の充実を図ると
ともに、地震や豪⾬による被災の教訓を踏まえた防災・減災対策に取り組みます。

５
復興プロジェクトの創出
次世代が希望を持ち、誇れるまちをつくるため、「能登の⾥⼭⾥海」に育まれた地域資源を活⽤すると
ともに、地震や豪⾬による被災をきっかけにつながりを持った関係⼈⼝等と連携して、新たな⼈材や投
資を呼び込む創造的な復興プロジェクトの創出に取り組みます。
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令和７年度当初予算の概要
■⼀般会計は６８１億５０００万円で、令和６年の２１８億２０００万円を超
え、過去最⼤の予算規模

■昨年に引き続き、能登半島地震からの復旧復興のため、関連経費に約441億
円を計上

■奥能登豪⾬からの復旧復興のため、関連経費に約103億円を計上

会計 令和7年度 令和6年度 増減額 増減率

⼀般会計 681億5000万円
（うち地震分︓440億7956万円)
（うち豪⾬分︓102億8342万円)

218億2000万円
(うち地震分︓102億8175万円)

463億3000万円
(うち地震分︓337億9781万円)
（うち豪⾬分︓102億8342万円)

212.3％

特別会計 57億1406万円 56億6441万円 4965万円 0.9%

企業会計 98億7347万円 63億8792万円 34億8555万円 54.6%

合計 837億3753万円 338億7233万円 498億6520万円 147.2%
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令和７年度⼀般会計歳⼊の概要
区分 令和7年度 令和6年度 増減額

町税 14億8910万円 15億7338万円 ▲8428万円
地⽅交付税 91億円 77億円 14億円
国県⽀出⾦ 346億491万円 66億4429万円 279億6062万円
繰⼊⾦ 20億2553万円 15億8202万円 4億4351万円
町債 192億570万円 30億80万円 162億490万円
その他（※） 17億2476万円 13億1951万円 4億525万円
計 681億5000万円 218億2000万円 463億3000万円

対前年度主な増減理由
○町税︓地震の影響による納税義務者数、宅地評価、滅失による減

○交付税︓特別交付税においてR６実績に応じた震災ルール分を○ ○
○ 予算化したことによる増

○国庫補助⾦︓⾃治体システムの標準化対応にかかる補助⾦と○ ○
○ ○ ●災害復旧費負担⾦の増

○県補助⾦︓能登半島地震復興基⾦交付⾦及び災害復旧費補助⾦の増

○繰⼊⾦︓令和6年能登半島地震復興基⾦繰⼊⾦の皆増

○町債︓災害復旧事業債や災害対策債の増

（※）地⽅譲与税、地⽅特例交付⾦、地⽅消費税交付⾦等各種交付⾦、交通安全対策特別交付⾦、分担⾦及び負担⾦、
使⽤料及び⼿数料、財産収⼊、寄附⾦、繰越⾦、諸収⼊の計。

町税

2%
地⽅交付税

13%

国県⽀出⾦

51%
繰⼊⾦

3%

町債

28%

その他

3%
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令和７年度⼀般会計歳出の概要

総務費

8%
⺠⽣費

5%
衛⽣費

24%

農林⽔産業費

5%
⼟⽊費

3%

災害復旧費

47%

その他

8%

区分 令和7年度 令和6年度 増減額
総務費 53億7618万円 28億3111万円 25億4507万円
⺠⽣費 35億2230万円 43億4062万円 ▲8億1832万円
衛⽣費 162億8870万円 69億9453万円 92億9417万円
農林⽔産業費 26億2108万円 13億1689万円 13億419万円
⼟⽊費 25億4871万円 8億7058万円 16億7813万円
災害復旧費 324億3096万円 15億3516万円 308億9580万円
その他（※） 53億6207万円 39億3111万円 14億3096万円
計 681億5000万円 218億2000万円 463億3000万円

対前年度主な増減理由
○総務費︓派遣職員数、⾃治体システム標準化対応業務、住宅復旧⽀援
○ ○ ○ ○事業の増

○⺠⽣費︓被災者応援給付⾦事業の減、災害救助法に基づく避難所
○ ○ ○ ○運営経費の皆減

○衛⽣費︓災害廃棄物等処理事業の増

○農林⽔産業費︓農業機械再取得等⽀援事業の増

○⼟⽊費︓被災宅地等復旧⽀援事業、下⽔道会計への災害復旧事業への
○ ○ ○ ○繰出の増

○災害復旧費︓能登半島地震及び奥能登豪⾬災害復旧費の増

（※）議会費、労働費、商⼯費、消防費、教育費、公債費、諸⽀出⾦、予備費の計。
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令和７年度重点事業
（⼀般会計）

※５つの柱のタイトルに記載した額は重点事業の合計額で
あり、全体の予算額とは異なります。
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まちづくり・復興に向けた
重要計画の策定

●能登町第三次総合計画等の策定︓1691万円
・能登町復興計画のビジョン及び、従来の能登町創⽣総合戦略を内
包した能登町第三次総合計画を策定する。

・財政、⾦融等の⽀援措置の更なる活⽤のため、これまで個別事業
ごとに作成していた地域再⽣計画を包括・発展させ、（仮称）能
登町地域再⽣計画を策定する。

●復興まちづくり計画の策定 ※国直轄事業
復興計画で中⼼拠点・地域拠点に位置付けた地区の復興まちづくり
に向けて、計画を策定する。
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1-1 公共⼟⽊施設等の復旧・強靭化
●能登半島地震災害復旧事業
・道路災害復旧費︓135億5000万円
・⽩丸漁港海岸⾼潮対策事業︓8400万円

●奥能登豪⾬災害復旧事業
・道路災害復旧費︓2600万円
・河川災害復旧費︓82億7000万円
・砂防施設災害復旧費︓1200万円

●その他事業
・道路メンテナンス事業︓2億3650万円
・県営港湾改修事業（宇出津港復旧）︓6030万円

１.インフラの早期再⽣と強靭化（347億4678万円）

※護岸の復旧と⾼潮対策⼯事を同時に実施。
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1-2 農林⽔産施設等の早期復旧
●能登半島地震災害復旧事業
・農地災害復旧費︓3億7000万円
・農業⽤施設災害復旧費︓32億4000万円
・林道災害復旧費︓2億1000万円
・災害関連事業（林地崩壊防⽌事業）︓2億8610万円
・漁港等災害復旧費︓20億円

●奥能登豪⾬災害復旧事業
・農地災害復旧費︓10億5000万円
・農業⽤施設災害復旧費︓6億4000万円
・林道災害復旧費︓8000万円
・林地崩壊防⽌事業︓4707万円

１.インフラの早期再⽣と強靭化

ー　10　ー 



1-3 ライフライン・公共施設等の復旧・強靭化
●能登半島地震災害復旧事業
・⽔道施設災害復旧費︓8億723万円
・下⽔道施設災害復旧費︓33億5844万円
・能都埋⽴処分場災害復旧費︓2億8587万円
・衛⽣センター災害復旧費︓4848万円
・こどもみらいセンター災害復旧費︓1133万円
・観光施設災害復旧費（恋路ロマンチックパーク等）︓2142万円
・消防施設災害復旧費（防⽕⽔槽）︓1577万円
・その他公共施設災害復旧費（集会所、伝送路等）︓3045万円

１.インフラの早期再⽣と強靭化
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1-3 ライフライン・公共施設等の復旧・強靭化（つづき）

●奥能登豪⾬災害復旧事業
・内浦埋⽴処分場災害復旧費︓199万円
・衛⽣センター災害復旧費︓329万円

１.インフラの早期再⽣と強靭化

1-4 持続可能な地域公共交通の検討
●コミュニティカーシェアリング事業︓54万円
地域コミュニティで⾞をシェアし活⽤しあうコミュニティカーシェアリングに対

して、運営に係る経費の⼀部を補助する。
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2-1 災害廃棄物の早期処理
●災害廃棄物処理事業（能登半島地震）︓140億円
●災害廃棄物処理事業（奥能登豪⾬）︓4800万円

２.くらしと地域コミュニティの再建

2-2 応急仮設住宅等の確保（⼊居者への⽀援）
●被災者⾒守り・相談⽀援等事業︓1億2278万円
応急仮設住宅⼊居者や在宅避難者の孤⽴防⽌のための⾒守り⽀援や、⽇常⽣活上
の相談を⾏うとともに、被災者と関係⽀援機関をつなぐための⽀援を⾏う。

●被災者⾒守り対策強化事業︓1180万円
応急仮設住宅等に⼊居している⽅に、緊急通報装置を貸与し、孤独死の防⽌や⼼
⾝の不安の軽減を図り、⽣活の安全を確保する。

（156億4638万円）
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2-3 住宅再建への⽀援や住宅の強靭化
●住まいの再建プログラム促進事業︓860万円
被災者⽣活再建相談会や個別相談会、応急仮設住宅の被災者⽀援連絡会議等を通
じ、個々の世帯の状況に応じたきめ細やかな⽀援を⾏う。

●住宅復旧⽀援事業︓2億4000万円
国の⽣活再建⽀援制度（半壊以上）にない準半壊・⼀部損壊世帯の住宅復旧費⽤
の⼀部を補助し再建を後押しする。
（準半壊︓30万円、⼀部損壊15万円）

●がけ崩れ対策事業︓9900万円
●被災宅地等復旧⽀援事業︓1億2500万円
地割れ・陥没・擁壁転倒などが⽣じた宅地について、被災前と同様な地盤への原
形復旧や、液状化のための地盤改良⼯事などに要する経費の⼀部を補助する。

２.くらしと地域コミュニティの再建
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2-3 住宅再建への⽀援や住宅の強靭化（つづき）

●定住住宅助成⾦︓9365万円
全町⺠を対象に、住宅の新築、中古住宅の購⼊にかかった費⽤の⼀部を助成する。

●町営住宅災害復旧費︓9150万円
被災した城野住宅（10号棟）、ひかり団地（１号棟）の建て替えを⾏う。

●【新】墓⽯等復旧⽀援事業︓1億4800万円
被災した墓⽯等の復旧や移設、新規建⽴に係る費⽤の⼀部を補助する。
○補助率︓対象経費の1/2
○補助上限︓1世帯あたり10万円
※申請は1世帯につき1回のみ

２.くらしと地域コミュニティの再建
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2-4 災害公営住宅の整備
●災害公営住宅整備事業︓1億4415万円
（仮称）柳⽥団地の整備に向けた測量、⽤地買収等

２.くらしと地域コミュニティの再建

2-5 安⼼安全な居住環境の整備
●【新】⽩丸地区⾼台移転事業︓4000万円
⽩丸地区⾼台移転に係る基本設計、地質調査、測量設計等

●【新】復興まちづくり計画の策定（国直轄事業）※再掲
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２.くらしと地域コミュニティの再建

2-6 町⺠の憩いの場や交流の場の再建と創出
●公園等再整備事業︓902万円
・遠島⼭公園の再整備（遊休施設解体、トイレ・芝⽣整備）に係る測量・設計
・屋内遊具整備に係る公募型プロポーザルを実施

●被災集会所更新事業︓1億4722万円
●【新】秋吉公⺠館更新事業︓2億6765万円

2-7 祭りや⽂化財の再建
●地域コミュニティ施設等再建⽀援事業︓5000万円
被災した地域・集落のコミュニティを維持するために、復旧が必要と町が認定し
た施設等（集会所・神社等）の再建に要する経費を補助する。
（補助率︓3/4、上限額︓1200万円）
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３.⽣業（なりわい）の再建

3-1 農林⽔産業の再建
●農業機械再取得等⽀援事業（能登半島地震）:14億6520万円
●農業機械再取得等⽀援事業（奥能登豪⾬）:9000万円
●農地等⼿作り復旧⽀援事業︓500万円
農地等の復旧で、国の⽀援制度の対象とならない40万円未満の復旧に係る経費の
⼀部を補助する（補助率3/4）。

●【新】農業経営収⼊保険加⼊促進補助⾦︓144万円
災害等で収⼊が不安定となる農業者に対し、収⼊保険の加⼊料の⼀部（実質負担
額の1/2）を⽀援する。

（16億7003万円）
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３.⽣業（なりわい）の再建

3-2 商⼯業の再建
●【新】社宅整備事業︓4800万円
雇⽤及び定住⼈⼝の維持及び⼈材確保を図るため、社宅・社員寮の新築に係る費
⽤の⼀部を補助する。
（アパート型︓100万円/⼾ 寮型︓60万円/室 上限額はともに1200万円）

●町営業再開⽀援補助⾦︓1136万円
●町なりわい再建⽀援補助⾦︓2091万円
●町⼩規模事業者持続化補助⾦︓1000万円
●町中⼩企業者持続化補助⾦︓300万円
●創業・継承⽀援事業︓1512万円
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４.安⼼してくらし続けられるまちづくり

4-1 妊娠期から出産・⼦育て⽀援の確保・充実
●⺟⼦オンライン相談事業︓127万円
●【拡充】学校給⾷費助成事業︓2008万円
これまでの学校給⾷費の3割補助を継続したうえで、第2⼦以降の学校給⾷費を無
償化する。（例）⼩中学⽣各1⼈の家庭の場合→中学⽣︓3割補助、⼩学⽣︓無償

4-2 学校教育の充実
●【新】松波⼩学校新築復旧事業︓22億5492万円
新築⼯事費、仮設校舎・体育館賃借料、旧松波⼩解体費

●【拡充】能登⾼校魅⼒化事業︓5184万円
地域課題解決型⼈材の育成を図る全国の⼩規模市町村等で構築されるネットワー
クに参画し、他地域の中⾼⽣とのオンライン交流や、越境プログラムへの参加等
により地域の未来を担う⼈材の育成や新たな関係⼈⼝の創出を図る。

（28億3182万円）
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４.安⼼してくらし続けられるまちづくり

4-3 被災者の⽣活再建⽀援や相談体制の強化
●被災者⽣活再建⽀援事業︓9325万円

4-4 保健・医療・福祉の確保・充実
●【新】福祉避難所等機能強化事業︓1000万円
福祉避難所に必要となる設備や備品等の整備・購⼊に係る経費の⼀部を補助する
（補助率︓1/2 補助上限︓経費の種別に応じ最⼤125万円）

4-5 企業や⼤学、団体、NPO等との連携強化
●企業版ふるさと納税推進事業︓225万円
●災害ボランティアセンター等運営推進事業︓33万円
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４.安⼼してくらし続けられるまちづくり

4-6 ⽣涯学習活動の充実
●満天星天体ドーム更新事業︓182万円
●社会教育施設の復旧・活⽤事業︓1億1100万円
・真脇遺跡縄⽂館やドブネ収蔵庫等の災害復旧費
・⽂化財保管庫機能を有する旧真脇⼩学校の災害復旧費

●旧松波城庭園災害復旧費︓687万円
●松波城址公園災害復旧費︓5682万円
●町指定⽂化財保存事業︓612万円
能登半島地震により被害を受けた町指定⽂化財の保存修理に係る経費の⼀部を補
助する。
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４.安⼼してくらし続けられるまちづくり

4-7 能登半島地震等の検証を踏まえた計画や体制の
⾒直し

●【新】令和6年能登半島地震検証事業︓1210万円
能登半島地震の応急対応を分析・検証し、今後の災害に対応するための地域防災
計画等の⾒直しを⾏うための基礎資料を作成する。

●【新】指定避難所強化事業︓7358万円
・スペアキー保管BOX設置（1056万円）
・テント式パーティション等購⼊（6302万円）

●【新】防災備蓄計画改定事業︓539万円
●【新】災害⽀援⾞両（給⽔⾞）購⼊事業︓2500万円
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４.安⼼してくらし続けられるまちづくり

4-8 地域防災⼒の強化
●【拡充】⾃主防災組織育成事業︓1209万円
・設⽴補助（拡充）組織設⽴初年度に30万円+構成世帯数×2万円を補助

※従来は20万円+構成世帯数×1万円を補助
・更新補助︓（新制度）設⽴より5年に1回、補助率2/3、20万円を上限に補助

※初回のみ補助率10/10、30万円を上限に補助

4-9 消防機能・防犯活動の充実
●【新】⼩⽊分団詰所更新事業︓8390万円
●【新】宇出津分署改修事業︓319万円
宇出津分署への本署機能移転に必要となる施設・設備の改修（実施設計）
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５.復興プロジェクトの創出

5-1 能登町の未来を担うひとづくり
●【新】まちづくり担い⼿育成事業︓380万円
関係⼈⼝の創出に寄与してきた能登ローカルシフトアカデミーの復興版として実
施し、町内外の⼈が復興に携わるきっかけを作り、復興計画の実⾏に関わるひと
づくりにつなげる。

5-2 ⼈材や投資を呼び込む中間⽀援組織の設置
●【新】官⺠連携推進事業︓397万円
全国から当町への⽀援者の輪を広げ、復興に携わる企業や⼈を増やし、官⺠が
連携して復興に向けた地域課題を解決するための環境づくりを⾏う。

（2億388万円）
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５.復興プロジェクトの創出
5-3 移住定住や⼆地域居住など関係⼈⼝の創出と

拡⼤
●【拡充】能登町定住促進協議会︓2947万円
従来からの情報発信・移住体験受⼊れ・定住サポートなどの移住定住施策に加

え、
新たに集落⽀援員制度を活⽤し、移住者や関係⼈⼝と受⼊れ集落をつなぎ、⽀援
を⾏うことで、被災した集落の「能登の暮らし」の継続や活性化を図る。

●ふるさと能登町応援寄附事業︓1億6664万円
（その他）
●能登町第三次総合計画等の策定︓1691万円※再掲
●復旧・復興職員費︓15億986万円
復旧・復興職員86名に係る⼈件費や仮設住居賃借料 等
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令和７年度重点事業（企業会計）
■⽔道事業
●⽔道施設災害復旧費︓8億723万円※再掲

●【新】⽔道施設ダウンサイジング計画策定︓2087万円

■下⽔道事業
●下⽔道施設災害復旧費︓33億5844万円※再掲

●【新】ストックマネジメント計画改定︓2682万円

■病院事業
●医療機器整備事業︓3266万円
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令和７年度（特別会計）
■国⺠健康保険事業
対前年度7205万円の増、23億3775万円を計上
ガバメントクラウド化に対応経費の増などにより3.2％増

■後期⾼齢者医療事業
対前年度3377万円の減、4億610万円を計上
保険料の過年度還付⾦の減などにより7.7％減

■介護保険事業
対前年度1137万円の増、29億7020万円を計上
要介護認定者増加に伴う介護サービス等諸費の増などに
より0.4％増
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No 議 件 番 号 件　 　名 施行日 付託先 担当課

議案第27号 能登町組織条例の一部を改正する条例について

一部改正 令和6年能登半島地震からの復興推進を図るため、新たに「復興住宅課」を設置。

議案第28号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について

一部改正 育児・介護休業法等の一部改正に伴い、職員の仕事と育児・介護の両立に向けた勤務環境を整備。

議案第29号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例について

一部改正 地方公務員法の一部改正により、項ずれ等による一部改正条例の附則を改正。

議案第30号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について

一部改正 育児・介護休業法の一部改正により、条ずれを改正。

議案第31号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について

一部改正 令和７年度に執行経費の基準額(選挙長等の報酬)が改定される見込による改正。

議案第32号
能登町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号

の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例について

一部改正
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の一部改正により、項

ずれを改正。

議案第33号 能登町会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例について

一部改正 令和6年人事院勧告による所要の給与改定及び外国語指導助手の報酬額の改正。

令和7年第2回能登町議会3月定例会議　一般議案に係る概要説明資料

１．議案　34件（予算　14件、一般　20件）　一般議案

1 R7.4.1
総務産業建設

常任委員会
総務課

2 R7.4.1
総務産業建設

常任委員会
総務課

3 R7.4.1
総務産業建設

常任委員会
総務課

4 R7.4.1
総務産業建設

常任委員会
総務課

5 公布の日
総務産業建設

常任委員会
総務課

6 R7.4.1
総務産業建設

常任委員会
総務課

7 R7.4.1
総務産業建設

常任委員会
総務課
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No 議 件 番 号 件　 　名 施行日 付託先 担当課

議案第34号 能登広域勤労青少年ホーム条例の廃止について

廃止
設置の根拠法である「勤労青少年福祉法」が平成27年に改正され根拠条文が削除されたことと、近年

の利用者数減等により設置目的は果たしたこと等の理由により青少年ホームとしての機能を廃止。

議案第35号 能登町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について

一部改正
国民健康保険法施行令の一部改正により、賦課限度額と低所得者に対する軽減措置の金額を改

正。

議案第36号 能登町児童センター条例の一部を改正する条例について

一部改正
適正な運営を図るため、児童センター運営委員会の設置及び利用料金の収受等について詳細を規

定。

議案第37号 能登町真脇遺跡縄文館等施設条例の制定について

制定 能登町真脇遺跡を活用した文化振興を図るため、周辺施設を含めた一体的な施設条例を整備。

議案第38号 能登町立学校設置条例の一部を改正する条例について

一部改正 小木中学校の廃校(R7.3.31)及び、廃校後は能都中学校小木校舎として使用するための改正。

議案第39号 請負契約の締結の変更について（高度無線環境整備推進工事(応急仮設住宅））

変更
R6/4/5に契約を締結した応急仮設住宅へのFTTH整備（インターネット等）に係る請負契約につい

て、詳細な設計が完了し国庫補助事業費の決定に伴う契約の変更。

議案第40号 請負契約の締結の変更について（ケーブルテレビ関連設備及び高度無線環境整備(災害復旧)）

変更
R6/6/18に契約を締結したFTTH施設の災害復旧工事に係る請負契約について、詳細な設計が完

了し国庫補助事業費の決定に伴う契約の変更。

議案第41号 請負契約の締結の変更について（能登消防署災害復旧工事　建築）

変更
令和6年第5回10月会議に提出した議案第72号（議決第82号）の「請負契約の締結について」、

設計時に不明箇所の工事費の決定に伴う契約の変更。

8 R7.4.1
総務産業建設

常任委員会
ふるさと振興課

9 R7.4.1
教育厚生

常任委員会
健康福祉課

10 R7.4.1
教育厚生

常任委員会
健康福祉課

11 公布の日
教育厚生

常任委員会
教育委員会

12 R7.4.1
教育厚生

常任委員会
教育委員会

13 ―
総務産業建設

常任委員会
総務課

14 ―
総務産業建設

常任委員会
総務課

15 ―
総務産業建設

常任委員会
総務課
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No 議 件 番 号 件　 　名 施行日 付託先 担当課

議案第42号 請負契約の締結について（町道1級藤ノ瀬宇加塚1号線道路災害復旧工事）

締結 道路災害復旧工事に係る請負契約の締結。

議案第43号 請負契約の締結について（町道鵜川矢波1号線道路災害復旧工事）

締結 道路災害復旧工事に係る請負契約の締結。

議案第44号 請負契約の締結について（町道恋路1号線道路災害復旧工事）

締結 道路災害復旧工事に係る請負契約の締結。

議案第45号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について

計画変更
瑞穂地区において、消防施設（山田分団消防ポンプ自動車更新事業）に辺地対策事業債を充当

するため計画の変更を行う。

議案第46号 能登町農業委員会委員の任命について

新任 欠員にかかる新任の農業委員会委員の任命について同意を求めるもの。

16 ―
総務産業建設

常任委員会
企画財政課

17 ―
総務産業建設

常任委員会
企画財政課

20 ―
総務産業建設

常任委員会
農林水産課

18 ―
総務産業建設

常任委員会
企画財政課

19 ―
総務産業建設

常任委員会
企画財政課
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(単位：人、千円）

会計
予算計上

人数
給料合計 手当合計

共済費
公務災害

退職手当組
合負担金

人件費計 会計
予算計上

人数
給料合計 手当合計

共済費
公務災害

退職手当組
合負担金

人件費計

一般会計 217 786,987 440,180 251,719 145,575 1,624,461 一般会計 211 797,796 437,824 249,885 148,034 1,633,539

特別職 3 23,880 9,559 6,315 5,970 45,724 特別職 3 23,880 9,699 6,433 5,970 45,982

国保会計 3 12,376 6,912 3,917 2,342 25,547 国保会計 3 12,670 7,821 4,230 2,500 27,221

後期会計 1 3,134 1,604 948 596 6,282 後期会計 1 3,375 1,754 994 642 6,765

介護会計 9 32,630 17,504 10,250 6,201 66,585 介護会計 9 32,748 16,974 10,080 5,850 65,652

水道会計 9 33,120 24,573 10,533 6,293 74,519 水道会計 9 32,991 23,949 10,929 6,269 74,138

下水会計 4 17,171 23,471 5,451 3,263 49,356 下水会計 5 22,073 29,249 7,105 4,204 62,631

病院会計 111 394,801 353,483 137,980 72,462 958,726 病院会計 101 383,188 344,434 133,502 69,607 930,731

合計 357 1,304,099 877,286 427,113 242,702 2,851,200 合計 342 1,308,721 871,704 423,158 243,076 2,846,659

会計
予算計上

人数
給料合計 手当合計

共済費
公務災害

退職手当組
合負担金

人件費計

一般会計 △ 6 10,809 △ 2,356 △ 1,834 2,459 9,078

特別職 0 0 140 118 0 258

国保会計 0 294 909 313 158 1,674

後期会計 0 241 150 46 46 483

介護会計 0 118 △ 530 △ 170 △ 351 △ 933

水道会計 0 △ 129 △ 624 396 △ 24 △ 381

下水会計 1 4,902 5,778 1,654 941 13,275

病院会計 △ 10 △ 11,613 △ 9,049 △ 4,478 △ 2,855 △ 27,995

合計 △ 15 4,622 △ 5,582 △ 3,955 374 △ 4,541

令和６年度当初 令和７年度当初

当初予算差額（令和７年度と令和６年度当初予算との増減）

令和７年度　当初予算資料（人件費に関する調書）
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(単位：人、千円）

会計
予算計上

人数
報酬合計 手当合計 共済費 人件費計 会計

予算計上
人数

報酬合計 手当合計 共済費 人件費計

一般会計 161 248,471 83,661 59,931 392,063 一般会計 158 256,731 89,125 62,279 408,135

国保会計 1 2,127 799 522 3,448 国保会計 1 2,385 915 633 3,933

後期会計 0 0 0 0 0 後期会計 0 0 0 0 0

介護会計 4 4,466 1,242 1,055 6,763 介護会計 3 6,342 2,432 1,542 10,316

水道会計 0 0 0 0 0 水道会計 0 0 0 0 0

下水会計 0 0 0 0 0 下水会計 0 0 0 0 0

病院会計 55 137,162 41,592 26,369 205,123 病院会計 47 131,769 40,569 24,300 196,638

合計 221 392,226 127,294 87,877 607,397 合計 209 397,227 133,041 88,754 619,022

予算計上
人数

報酬合計 手当合計 共済費 人件費計

一般会計 △ 3 8,260 5,464 2,348 16,072

国保会計 0 258 116 111 485

後期会計 0 0 0 0 0

介護会計 △ 1 1,876 1,190 487 3,553

水道会計 0 0 0 0 0

下水会計 0 0 0 0 0

病院会計 △ 8 △ 5,393 △ 1,023 △ 2,069 △ 8,485

合計 △ 12 5,001 5,747 877 11,625

令和７年度　当初予算資料（会計年度任用職員人件費に関する調書）

令和６年度当初 令和７年度当初

当初予算差額（令和７年度と令和６年度当初予算との増減）
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148,000千円

〇事業趣旨

〇事業概要

区　　分 内　　容　　説　　明

申 請 書 に
添 付 す る
必 要 書 類

・墓石等の補修、建立に要した費用の領収証書の写し（同一世帯員のものでも可）
・建立している墓石の位置図及び墓石の完成写真
・振込先の口座情報がわかる書類の写し（通帳のコピー）
・申請者の身分証明書の写し（マイナンバーカード等の写し）

補　助　額

交付対象世帯

申 請 期 間 　令和７年４月１日（火）～　令和１１年３月３０日(金）

補助対象
見込世帯数
及び事業費

議案第１３号説明資料

　墓石等の補修、建立に要した費用の２分の１　（１世帯　最大１０万円）

事業費：

　令和６年１月１日時点において能登町に住民登録がされており、令和６年能登半島地
震以降に能登町に建立する墓石等の補修、新規建立又は能登町内に墓石等を移設し建立
を行った世帯。※(１世帯につき申請は１回限り）

　令和６年能登半島地震により多数の個人墓石等が被害を受けたことから、墓石等の補修、新規建立又
は移設して建立を行った世帯の経済的負担軽減を図るとともに、墓石等の復旧等を促進することを目的
とする。

　補助対象見込世帯数   １,４８０世帯分 ×１００千円＝１４８,０００千円

４款１項６目　復興推進費（能登半島地震）　　墓石等復旧支援事業
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令和７年度 当初予算 復興推進費【4.2.4.（1−1）】（能登半島地震） 

※便宜上、１０⽉末までを解体完了計画であることから１０⽉末で表記している。 （単位：円）

4⽉ ５⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

あ 1,772,250 1,772,250 1,772,250 1,772,250 1,772,250 1,772,250 1,778,625 12,412,125

い

う ①廃棄物処理（仕分・運搬）業務 745,500,642 745,500,642 745,500,642 745,500,642 745,500,642 745,500,642 745,500,648 5,218,504,500

え 通常案件分

お ②廃棄物処理（仕分・運搬）業務 166,683,142 166,683,142 166,683,142 166,683,142 166,683,142 166,683,142 166,683,142 1,166,781,993

か ⼤型案件

き ③解体建物調査設計業務 80,617,428 80,617,428 80,617,428 80,617,428 80,617,428 80,617,428 80,617,431 564,322,000

く

け 公社（公費解体受付） 1,785,168 1,785,168

こ

さ 通常案件 668,470,000 668,470,000 668,470,000 668,470,000 668,470,000 668,470,000 668,470,000 4,679,290,000

し

す ⼤型案件 317,057,502 317,057,502 317,057,502 317,057,502 317,057,502 317,057,502 317,057,502 2,219,402,514

せ

そ 27,500,000.00 27,500,000.00 27,500,000.00 27,500,000.00 27,500,000.00 137,500,000

た

ち 2,009,386,132 2,007,600,964 2,007,600,964 2,007,600,964 2,007,600,964 1,980,100,964 1,980,107,348 0 0 0 0 0 13,999,998,300 13,999,998,300 14,000,000,000

2⽉29⽇ 10⽉9⽇ 1⽉9⽇ ① 当初予算 3,185-1,673=1,548棟（⼤型案件5件23棟を含む）
解体棟数の推移（棟） 2,759 3,185 3,935 ② ⾒込 3,935-1,963=1,972棟

⽯川県計画 環境省査定 ⽯川県発表 ③ 差分 424棟（流動数）

④ 当初予算要求 （11⽉実績値）
当初予算 9⽉補正 当初予算要求 ⑤ 1,548

予算上の推移（棟） 1,000 1,963 1,548 ⑥ 1,548 =⾒込（3,185棟）-完了（1,673棟）=1,548棟（⾃費50棟＋⼤型23棟＋通常1,475棟）
3,185-1,963=1,222（326棟増）
予算要求時 326=1,548-1,222棟

差分が⽣じる棟数について補正で対応したい。
現在差分 424=（3,935-1,963）-1,548棟

家電リサイクル

 @376,716.95円/棟×(1,475+23)棟

 4/30受付完了予定

5件23棟 @96,495,761.47円/棟×23棟

137,500,000
@2,500,000円/棟×10棟/⽉×5カ⽉×1.10

災
害
廃
棄
物
処
理

6,949,608,493

公
費
解
体

6,900,477,682
1,475棟 @2,884,000円/棟×1,475棟

13,850,087,000

18節 負担⾦ ⾃費解体償還⾦

R7⾒込206,265t ＠23,000円/t 206,265t×23,000円×1.10

137,500,000

14,000,000,000

予算額

合計

11節 役務費

節

12節 委託料

合計

12,412,125 12,413,000

項⽬ ⼩計

⾒込43,566.74t @23,865.99円/t (43,566.74t＋877.70t)×23,865.99円×1.10

@2,550円/台×AVG3台/棟×1,475棟×1.10
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令和７年度 当初予算 復興推進費【4.2.4.（1−1）】（奥能登豪⾬）
※便宜上、１０⽉末までを解体完了計画であることから１０⽉末で表記している。
※あわせて便宜上、４⽉と７⽉に表記している。 （単位：円）

4⽉ ５⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

あ 16,830 16,830

い

う ①廃棄物処理（仕分・運搬）業務 17,014,400 17,014,400 34,028,800

え 通常案件分

き ③解体建物調査設計業務 2,552,000 2,552,000 5,104,000

く

さ 通常案件 3,050,000 3,050,000 6,100,000

し

そ 2,750,000.00 2,750,000

た

ち 25,383,230 0 0 22,616,400 0 0 0 0 0 0 0 0 47,999,630 47,999,630 48,000,000

① 豪⾬による⾒込 対象物件 12 件 13 棟 対象物件 当⽬地内 3件

② 令和６年度⾒込み 1 件 1 棟 (滝之坊地内） 柳⽥地内 1件

③ 令和７年度予算 2 件 2 棟 北河内地内 4件
④ 差分 9 件 10 棟 上⻑尾地内 3件

滝之坊地内 1件
差分は、申請状況により補正対応としたい。

48,000,000

2,750,000⾃費解体償還⾦負担⾦18節

1棟（処分費11,550,000円（70円/kg×165t×1,000t）運搬等⾞両3,774,000円（204,000円×18.5台）調整費（143,636円）×1.10

16,830

2,750,000
@2,500,000円/棟×1棟×1.10（案件に応じて補正対応）

合計

45,233,000

6,100,000
@3,050,000円/棟×2棟（税込み）

12節 委託料

災
害
廃
棄
物
処
理

39,132,800

 @2,320,000円/棟×2棟×1.10

公費
解体

17,000
@2,550円/台×AVG3台/棟×2棟×1.10

⼩計 合計 予算額節 項⽬

11節 役務費 家電リサイクル
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100 200 235

1
90 *200 *188
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4 2 3

5

ー　59　ー 

0384
テキストボックス
議案第13号説明資料



ー　60　ー 

0384
テキストボックス
議案第13号説明資料



(単位：人、千円）

会計
予算計上

人数
給料合計 手当合計

共済費
公務災害

退職手当組
合負担金

人件費計 会計
予算計上

人数
給料合計 手当合計

共済費
公務災害

退職手当組
合負担金

人件費計

一般会計 213 797,887 511,286 245,519 147,175 1,701,867 一般会計 213 785,987 489,771 239,319 147,175 1,662,252

特別職 3 23,880 9,699 6,315 5,970 45,864 特別職 3 23,880 9,699 6,315 5,970 45,864

国保会計 3 12,650 7,345 4,240 2,500 26,735 国保会計 3 12,650 7,345 4,240 2,500 26,735

後期会計 1 3,378 1,772 953 631 6,734 後期会計 1 3,378 1,772 953 631 6,734

介護会計 9 32,630 17,504 10,250 6,201 66,585 介護会計 9 32,187 17,716 9,550 5,821 65,274

水道会計 9 33,899 26,351 10,533 6,441 77,224 水道会計 9 33,899 26,351 10,533 6,441 77,224

下水会計 5 21,839 11,401 6,826 4,156 44,222 下水会計 5 22,029 11,511 6,876 4,181 44,597

病院会計 111 394,801 353,483 137,980 72,462 958,726 病院会計 104 389,074 335,775 131,853 70,793 927,495

合計 354 1,320,964 938,841 422,616 245,536 2,927,957 合計 347 1,303,084 899,940 409,639 243,512 2,856,175

予算計上
人数

給料合計 手当合計
共済費

公務災害
退職手当組
合負担金

人件費計

一般会計 0 △ 11,900 △ 21,515 △ 6,200 0 △ 39,615

特別職 0 0 0 0 0 0

国保会計 0 0 0 0 0 0

後期会計 0 0 0 0 0 0

介護会計 0 △ 443 212 △ 700 △ 380 △ 1,311

水道会計 0 0 0 0 0 0

下水会計 0 190 110 50 25 375

病院会計 △ 7 △ 5,727 △ 17,708 △ 6,127 △ 1,669 △ 31,231

合計 △ 7 △ 17,880 △ 38,901 △ 12,977 △ 2,024 △ 71,782

令和６年度　３月補正予算資料（人件費に関する調書）

令和６年度３月補正前 令和６年度３月補正後

３月補正額（３月補正後と３月補正前予算との増減）
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(単位：人、千円）

会計
予算計上

人数
報酬合計 手当合計 共済費 費用弁償 人件費計 会計

予算計上
人数

報酬合計 手当合計 共済費 費用弁償 人件費計

一般会計 162 259,170 85,626 62,893 8,638 416,327 一般会計 160 243,442 79,254 58,791 6,990 388,477

国保会計 1 2,127 819 522 0 3,468 国保会計 1 2,127 819 522 0 3,468

後期会計 0 0 0 0 0 0 後期会計 0 0 0 0 0 0

介護会計 4 5,616 1,448 1,292 334 8,690 介護会計 3 5,152 1,448 1,198 121 7,919

水道会計 0 0 0 0 0 0 水道会計 0 0 0 0 0 0

下水会計 0 0 0 0 0 0 下水会計 0 0 0 0 0 0

病院会計 55 137,162 41,592 26,369 2,682 207,805 病院会計 47 118,975 37,280 22,885 2,105 181,245

合計 222 404,075 129,485 91,076 11,654 636,290 合計 211 369,696 118,801 83,396 9,216 581,109

予算計上
人数

報酬合計 手当合計 共済費 費用弁償 人件費計

一般会計 △ 2 △ 15,728 △ 6,372 △ 4,102 △ 1,648 △ 27,850

国保会計 0 0 0 0 0 0

後期会計 0 0 0 0 0 0

介護会計 △ 1 △ 464 0 △ 94 △ 213 △ 771

水道会計 0 0 0 0 0 0

下水会計 0 0 0 0 0 0

病院会計 △ 8 △ 18,187 △ 4,312 △ 3,484 △ 577 △ 26,560

合計 △ 11 △ 34,379 △ 10,684 △ 7,680 △ 2,438 △ 55,181

令和６年度　３月補正予算資料（会計年度任用職員人件費に関する調書）

令和６年度３月補正前 令和６年度３月補正後

３月補正額（３月補正後と３月補正前予算との増減）

ー　62　ー 

0384
テキストボックス
議案第20号説明資料



令和６年度 ３⽉補正予算 災害対策費【4.2.4.（1−1）】（能登半島地震） 
（単位：円）

あ い う え お か き く け こ た ち つ て と な に ぬ ね の は

4⽉ ５⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉
A 10節 需⽤費 0 0 229,202 111,237 98,714 44,748 68,879 67,534 46,136 41,588 708,038 500,000 708,038 △ 208,038 0

B 5,919,135 5,721,555 2,688,500 3,041,395 2,261,365 1,539,345 3,381,045 2,411,895 2,049,925 3,276,994 3,276,994 3,276,994 38,845,142

C 254,210 125,620 133,320 18,590 17,380 549,120

D 406,700 406,700

E 廃棄物処理（仕分・運搬）業務 293,448,045 306,087,426 325,510,862 449,970,394 520,869,215 650,292,999 728,484,035 881,982,016 700,000,000 700,000,000 700,000,000 700,000,000 6,956,644,992

F 解体建物調査設計業務 8,058,600 420,530,000 271,447,000 700,035,600

G 仮置場運営業務（公社） 3,392,730 2,601,093 1,979,093 1,357,092 1,526,729 1,357,092 1,470,183 1,583,274 15,267,286

H 仮置場運営業務（シルバー） 719,180 553,826 529,747 577,907 642,118 566,374 622,221 652,066 4,863,439

I 不燃物運搬廃棄業務 139,353 1,199,893 1,092,716 133,177 2,565,139

J 仮設トイレし尿処理業務 2,290,379 364,533 2,654,912

K 16,500,000 16,500,000 16,500,000 16,500,000 0

L 建物解体業務 0 29,188,106 142,625,990 305,266,314 249,247,835 623,594,757 713,439,904 764,056,472 886,578,184 920,000,000 920,000,000 920,000,000 6,473,997,562

M 解体申請受付業務（公社） 2,261,820 1,884,850 1,507,880 1,620,971 1,564,426 1,319,395 1,602,123 1,338,244 1,432,486 1,432,486 1,432,486 1,432,486 18,829,653

M

N 14節 ⼯事請負費 66,000 66,000 66,000 △ 66,000 0

O 18節 負担⾦ 6,293,100 3,253,227 9,790,000 11,411,059 7,280,239 9,796,422 20,360,801 20,000,000 88,184,848 54,100,000 88,184,848 △ 34,084,848 34,085,000

P

Q 316,344,099 773,350,109 475,343,947 766,483,020 787,110,498 1,279,254,587 1,449,068,390 1,663,502,560 1,597,386,970 1,634,547,490 1,645,070,281 1,932,656,480 14,320,118,431 9,222,819,000 14,320,118,431 △ 5,097,299,431 5,097,301,000

① ② ③ ④

R ⾒⽅①  ⾚⽂字⾒込額は、⽀払実績や平均値（ＡＶＧ） R6年度事業費⾒込み額 ①

S ⾒⽅②  各節において、現在予算額（ぬ）から事業費⾒込額（ね）を差し引き、差額（の）を求め、 R6年度現予算額 ②

T 今回補正額（は）として減額及び追加 不⾜額 ③

U 3⽉補正額 ④

申請受付数 3,140 棟 ⽀払完了棟数 967 棟
⼯事完了⾒込 1,963 棟 ⽀払予定棟数 996 棟（⾒込）
⼯事完了 1,517 棟 1,963 棟
差引 446 棟
以上、⼯事棟数 以上、⽀払棟数
実績 25 棟 ５⽉から１⽉までの交付AVG 1,912,962 円= 47,824,047 ÷25棟 (4⽉〜1⽉実績合計=47,824,047)
⾒込 42 棟
差引 17 棟 受付申請書からのAVG 2,374,165 円= 40,360,801 ÷17棟 (40,360,801=20,360,801＋20,000,000）

実績 25棟 1棟AVG 1,912,962円 ⾒込42棟 17棟⾒込

3,000,000,000

災
害
廃
棄
物
処
理

4,682,098,000

 津波堆積物処理

公
費
解
体

△ 421,117,215

 4⽉(その1）5⽉(その2)、補正後(その3)を締結したい。物件調査等処理棟数を1,029棟(4,5⽉契約)から1,963棟に増棟分(934棟)を今回追加補正

 終了（12⽉は1⽇分のため、11⽉分と合算請求）

 終了（12⽉は1⽇分のため、11⽉分と合算請求）

 終了

 終了

12⽉実績により算出

△ 4,682,031,368

6,492,827,2156,071,710,000

7,682,031,368

補正額

△ 40,000,000

差額

80,009,000 39,800,962 40,208,038

細々節の合計
（事業費⾒込み）

仮設トイレし尿汲取

不燃物処理費

節 項⽬
消耗品等

11節 役務費

家電リサイクル廃棄

実績額 ⾒込み額（⾚字は想定額） 合計（⾒込み）
細々節の予算

(現予算）

L〜M 公費解体

O〜P ⾃費解体（償還）

421,118,000

補償⼯事

5,097,301,000

12節

⾃費解体償還⾦

合計

14,320,118,431
9,222,819,000

△ 5,097,299,431

委託料

累計 9,706台の家電を廃棄 ⽉AVG 1,078台 単価AVG 2,989.95円 ⽉AVG 1,096台を⾒込む

12⽉1⽇藤波仮置場閉鎖（現在、新港運⽤中） 10⽉11⽉AVG 805,233,026円 直近AVG（10⽉11⽉）から藤波仮置場閉鎖分を除きAVGで算出

1棟AVG 2,923,909円（967棟）⽀払完了棟数 1棟AVG 3,661,224円（996棟）⽀払⾒込棟数
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能登町国民健康保険税条例改正　議案資料

〇国民健康保険法施行令の一部改正により、下記のとおり賦課限度額と低所得者に対する軽減措置の金額を改正

・賦課限度額

改正前 改正後

650,000 660,000

240,000 260,000

170,000 170,000

・低所得者に対する軽減措置の金額

基礎課税額（医療分）

後期高齢者支援金等課税額（高齢者支援分）

介護納付金課税額（介護分）

5割軽減基準額＝基礎控除額（43万円）＋30.5万円×（被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数－1）

2割軽減基準額＝基礎控除額（43万円）＋56万円×（被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数－1）

改正前

7割軽減基準額＝基礎控除額（43万円）＋10万円×（給与所得者等の数－1）

5割軽減基準額＝基礎控除額（43万円）＋29.5万円×（被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数－1）

2割軽減基準額＝基礎控除額（43万円）＋54.5万円×（被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数－1）

改正後

7割軽減基準額＝基礎控除額（43万円）＋10万円×（給与所得者等の数－1）

ー　67　ー 

0384
テキストボックス
議案第35号説明資料



 

 

 議案第３９号 議案第４０号 

契約名 

令和５年度能登町高度無線環境整備推進工事(応急

仮設住宅） 

令和６年度能登町ケーブルテレビ関連設備災害復旧

事業及び令和６年度能登町高度無線環境整備推進工

事（災害復旧） 

契約の方法 随意契約 随意契約 

変更前契約額 47,284,600 円   48,442,900 円   

  うち消費税等の額 4,298,600 円   4,403,900 円   

変更後契約額 112,556,400 円   110,248,600 円   

  うち消費税等の額 10,232,400 円   10,022,600 円   

契約の相手方 

石川県金沢市彦三町一丁目２番１号  石川県金沢市彦三町一丁目２番１号  

ＮＥＣネッツエスアイ株式会社北陸支店 

支店長 松浦 秀也  

ＮＥＣネッツエスアイ株式会社北陸支店 

支店長 松浦 秀也  

変更の理由 

応急仮設住宅に防災行政告知端末を設置

し、通信環境を整備する事業  

令和 6 年 4 月 5 日に締結した契約につい

て、詳細な設計が完了したほか、国庫補助

事業の事業費が決定したことにより契約の

変更をしたいため議決を求めるものです。 

能登半島地震により被災した有線放送施

設の伝送路設備等を復旧する事業  

令和 6 年 6 月 18 日に締結した契約につい

て、詳細な設計が完了したほか、国庫補助

事業の事業費が決定したことにより契約の

変更をしたいため議決を求めるものです。  

 

議案第３９号、第４０号資料 
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議案第42号用資料
公表用

（単位：円）

予定価格 74,324,000

67,179,000

工 事 名 94.6%

工事場所

入札者氏名 入札金額 順位 備考

1 落札

2

3

4

5

6

7

8

8

上記金額は、入札者が見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額である。

令和6年度　6災5569号　町道1級藤ノ瀬宇加塚1号線道
路災害復旧工事

落札率

入札結果報告（指名競争入札）

令和７年２月２１日（金）　午前　９時３５分　開札

令和７年２月２１日（金） 落札決定 最低制限価格

能登町字　藤ノ瀬～宇加塚　地内

北川ヒューテック（株） 70,280,000

丸建道路（株） 70,320,000

吉田道路（株） 72,000,000

林舗道（株） 72,000,000

沢田工業（株） 70,400,000

（株）ソテック 70,430,000

島屋建設（株） 70,500,000

加州建設（株） 71,200,000

能登舗道（株） 71,600,000
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                                   議案第43号用資料
公表用

（単位：円）

予定価格 68,777,000

62,127,000

工 事 名 93.9%

工事場所

入札者氏名 入札金額 順位 備考

1 落札

2

3

4

5

6

7

8

9

上記金額は、入札者が見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額である。

林舗道（株） 66,580,000

吉田道路（株） 66,710,000

（株）ソテック 64,850,000

北川ヒューテック（株） 65,060,000

能登舗道（株） 66,020,000

沢田工業（株） 66,230,000

加州建設（株） 66,370,000

能登町字　鵜川～矢波　地内

島屋建設（株） 64,570,000

丸建道路（株） 64,650,000

令和6年度　6災5862号　町道鵜川矢波1号線道路災害復
旧工事

落札率

　　　　入札結果報告（指名競争入札）

令和７年２月２１日（金）　午前　９時４０分　開札

令和７年２月２１日（金） 落札決定 最低制限価格
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                                   議案第44号用資料
公表用

（単位：円）

予定価格 63,778,000

57,576,000

工 事 名 94.8%

工事場所

入札者氏名 入札金額 順位 備考

1 落札

2

3

4

4

6

7

8

9

上記金額は、入札者が見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額である。

令和6年度　6災9382号　町道恋路1号線道路災害復旧工
事

落札率

　　　　入札結果報告（指名競争入札）

令和７年２月２１日（金）　午前　９時４５分　開札

令和７年２月２１日（金） 落札決定 最低制限価格

能登町字　恋路　地内

（株）ソテック 60,440,000

北川ヒューテック（株） 60,520,000

能登舗道（株） 60,800,000

吉田道路（株） 61,000,000

島屋建設（株） 60,550,000

丸建道路（株） 60,600,000

沢田工業（株） 60,600,000

林舗道（株） 60,620,000

加州建設（株） 60,650,000
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